
資料 ２

成長戦略船員資格検討会について

１．設置目的

（１）平成２２年５月１７日に策定された「国土交通省成長戦略」において、
世界の成長産業である外航海運の伸びを日本の成長に取り込むため、外
航海運の国際競争力強化について優先的に取り組むこととされ、我が国
商船隊の中核をなす日本籍船の増加に向け、外国人船員が日本籍船に乗
船する場合に必要とされる資格に関する手続きの簡素化・見直しを実施
することが求められているところ。

（２）このため、外国人船員が日本籍船に乗り組む場合に必要とされる資格
（承認船員、船舶料理士、衛生管理者、船舶保安管理者（ＳＳＯ）及び
危険物等取扱責任者）について、船舶の航行の安全、船員の労働保護そ
の他の制度の目的、運用の的確性を担保しつつ、手続きの簡素化・見直
しを検討する。

２．委員構成

本検討会は、学識経験者、海技及び医師等の有識者並びに船主、労働組
合等から構成する。（座長：羽原敬二 関西大学教授） 別紙名簿参照

３．審議経過

平成２２年 １０月１３日 第１回検討会
１２月１６日 第４回検討会 中間とりまとめ

平成２３年 ３月３０日 第６回検討会 最終とりまとめ

４．とりまとめの概要

別紙（資料２－１）のとおり。
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